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特定事業者の

主たる業種

ロ
―ビス

該当する事業
者要件

▽ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10粂第1号該当事業者 (大規模エネルキ
ー便用学菜看 く原油に換鼻

して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー!50台以上/鉄 道車両150両以上〉
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して3000ト ン以上))

「

「

計 画 期 店 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

昼 本 方 針 供給点数 1点あたりのC02排 出量 5%肖」滅 (平成 16年 比)を めさします。この目楳を省エネ機器設備の

導入や再生可能エネルギーの活用、エネルギー消費効率の向上、マネジメント活動の推進などにより実現し
ます。

推 進 体 制 環境管理寅任者の統括のもと推進委員会を設置し、温暖化防止目主行動計画 (平成 16年 策定)と 補合させ
て進捗管理を実施していきます。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

19年 店舗事業
新店での省エネ対策を重点とし、 1店 舗あたり9%程 度のエネルギー (電気、ガ
ス)削 減をはかります。

18～19年 無店舗事業
バイオディーゼル燃料の導入推進、燃費向上や配送コースの見直し強化によりCO
2を 16年 比で約10%削 減します。

18～19年 本部等 オフィスでの省エネ活動、空調機器等の継続的なメンテナンス実施をすすめます。

湿軍効果カス
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績 '

( 16 )年 度
くこ政化炭繋換算 〈t))

日穏年度 (計回,
( 19 )年 度
(二酸化炭素換算 〈t))

呼調
∽A事 業所等排出区分 11,983     t 12,778         t 66 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他」F出区分 t t %

排出合計 ,1    11,983    t =2       12,778       t 6 6 %

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量

等

対策年の区分
目標年度 (計画)

〔二酸化炭素換鼻 (t

森林の保全及び整備 く整加両和) (吸収畳) t

府肉産の木材の利用 〈矛U用豊) m〕 (Hl減出) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売4tr量) kwll (Hl滅量) t

(終」ヽ絡埜) (肖J減曇) t

グリーン電力の睡入 〈雌入曇) kwi (削減量) t

削減量等合計 t

差 9彬F出量

〈排出合計―削減守合il)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲ 】 1983    t て12)―(13)      12778 0     t 66%

特 記 事 項 ∪半尿10年 に目王行勁計画を策定し、委託先のこ協力も得ながらC02削 減対策を確廷していま丁。の平成17年
からバイオディーゼル燃料の導入に着手し、今後本格展開をすすめていく計画です。③平成18年 6月からはディー

ゼルハイブリッド草 (2台)の導入実験を行い、車両対策確立にむけた取り組みをすすめています。④組合員による
リサイクル活動、お買い物袋持参運動 (持参率90%/平 成17年 度)によるレジ袋削減や省エネ活動など地球温暖
化防止に貢献する取り組みを幅広く展開しています。

連  絡  先 担 当
立
ロ 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

江 ユ該当する□,こは、レ印を13入してください。特定事業者以外で白J二疹加1される“来者の方は、レ印の記入は不要です。

2「 基準年度」とは計画lulい1の前年度を 「日壇年度Jと は許両〕朝‖,の最終年度をいいます。

3「 ヨI業所等切H」と分Jと は 京 打町付内の l・栄所年のJ】来活IJjのためのエネルギーの■'‖に付4い発生する温室効JAガスを  「輸送"t問割111■分Jと
は 白 勁li述送事業者については世jけの本拠の化附を,〔郎rFl内とする1:両の"HlするⅢ室効火ガスを 飲 せJI栄イについては保/1するFF物Jこ"Xは
旅客‖1両のリト|,する温aF効火ガスを 「その他ll i出区分Jと は Ji記以外の京輛̀ rll内における1:来所等のll来活めに伴い秀■する温■効火ガスをい
います。
4「 4r記]「項」には、7成 214皮 (1999年 度)を 基準としたl11)上の対比やエネルギー原Jl位C02排 Lti 省エネ製品"変などlLイの沌生効米
ガスリト1!再J減への文献 グ リーン剖連の採11 特定フロンなどの条lVl析せタトの加ま効果ガスのいJ減などを担入してください.


